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は じ め に 

 

 

 

 都では、平成 18 年度から、複式簿記・発生主義による新たな公会計制度を導

入するとともに、都の財務状況を多面的に明らかにした「東京都年次財務報告

書」を作成し、決算の状況などを公表しています。 

 

本報告書では、アカウンタビリティの一層の充実を図る観点から、特に分か

りやすさに配慮しつつ、様々な切り口で都の財務情報を示しています。 

具体的には、官庁会計から把握できる歳入歳出構造や財政指標に加え、貸借

対照表などの財務諸表を作成することで初めて分かる情報を明らかにし、その

分析を通じて都財政の健全性が堅持されていることを報告しています。 

 

しかしながら、都政には、急速に進む人口減少と超高齢化への対応、待機児

童の解消やバリアフリー化の推進、首都直下型地震を見据えた災害に強い都市

づくりなど、誰もが安心して暮らし、いきいきと輝ける社会を築くための施策

を着実に推進していくことが求められます。 

こうしたことから、都は、ワイズ・スペンディング（賢い支出）の視点によ

り、自律的な都政改革を不断に推し進め、一層無駄の排除を徹底し、強固で弾

力的な財政基盤を確立してまいります。 

 

本報告書により、都政をより身近に感じていただくとともに、都の財政運営

に対する理解を深めていただければ幸いです。 
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凡 例 

 

○ 計数については、原則として表示単位未満を切り捨てて表示しています。た

だし、「（１）平成29年度決算の概要」、「（２）新たな公会計手法による分析（う

ちＰ24 からＰ38 まで）」及び「東京都財政年表（普通会計）」については、表

示単位未満を四捨五入しています。 

 

○ 増減率及び構成比などは、原則として各表内計数により計算し、表示単位未

満を四捨五入しています。 

 

○ 端数調整をしていないため、合計などと一致しない場合があります。 

 





 

１ 平成２９年度 東京都普通会計決算及び各種指標 
  

はじめに、平成29年度東京都普通会計決算の結果について報告します。 

 普通会計とは、各地方公共団体の財政状況の把握、地方財政全体の分析などに用い  

られる統計上、観念上の会計で、総務省の定める基準をもって、各地方公共団体の会  

計を統一的に再構成したものです。 

 その対象となる会計は、一般会計に一部を除く特別会計を加えたものであり、会計  

間の重複額等を控除するなどの調整を行い、純計を算出しています。 

 

（１）平成 29年度決算の概要 

 

【１】収支等の状況 

 

○ 歳入総額は７兆3,044 億円、歳出総額は６兆8,275 億円で、形式収支は4,769

億円、翌年度に繰り越すべき財源を差し引いた実質収支は1,253 億円の黒字とな

りました。 

 

○ これは、将来を見据えて無駄の排除を一層徹底するなど、不断の改革を進めた

ことによるものです。 

 

○ また、経常収支比率は、82.2％となりました。 

 

○ 東京が直面する課題を解決し、都政に課された使命を確実に果たしていくため

には、局横断的な連携や、行政にはない新たな発想の活用により、３つのシティ

を実現するための戦略的な施策を積極的に展開するとともに、ワイズ・スペンデ

ィング（賢い支出）の視点により、自律的な都政改革を不断に推し進め、一層無

駄の排除を徹底し、健全な財政基盤を堅持することが必要です。 

 

 ＜29年度の決算収支等＞                                     （単位：億円、％） 

 区               分  29年度  28年度  増減額  増減率 

歳   入   総   額     (A) 

歳   出   総   額     (B) 

形   式   収   支 (C=A-B) 

繰り越すべき財源             (D) 

実  質  収   支   (C-D) 

73,044

68,275

4,769

3,516

1,253 

71,225

67,439

3,786

2,494

1,292 

1,819 

836 

983 

1,022 

△   39 

 2.6

   1.2

-

     -

     -

経 常 収 支 比 率 82.2 79.6 - -

（注） 繰り越すべき財源とは、明許繰越、事故繰越及び事業繰越などに伴い翌年度に繰り越すべき財 

      源のことであり、地方消費税の未清算に伴う次年度繰越金を含みます。 
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【２】主な特徴 

 

＜歳 入＞                                                （単位：億円、％） 

区     分 
29年度 28年度 

増減額 増減率 
金   額 構成比 金   額 構成比 

都          税 52,892 72.4 53,180 74.7 △  287 △  0.5

 うち法人二税 18,509 25.3 18,926 26.6 △  418 △  2.2

地 方 譲 与 税 2,451 3.4 2,355 3.3 96 4.1

国 庫 支 出 金 3,897 5.3 3,491 4.9 406 11.6

都          債 1,368 1.9 1,526 2.1 △   158 △  10.4

そ    の    他 12,435 17.0 10,673 15.0 1,762 16.5

歳  入  合  計 73,044 100.0 71,225 100.0 1,819 2.6

（注） 法人二税とは、法人事業税及び法人都民税を指します。 

 

 

○ 都税収入は、建設業・卸売業・小売業などの企業収益は堅調に推移したものの、金

融業・証券業などの企業収益が低迷した影響等による法人二税の減収などにより、総

額で前年度比0.5％、287億円の減となりました。 

   

○ 地方譲与税は、地方法人特別譲与税が増加したことなどにより、前年度比 4.1％、

96億円の増となりました。 

 

○ 国庫支出金は、普通建設事業費支出金が減少した一方、東京パラリンピック競技大

会開催準備交付金が新たに創設されたことや、国民健康保険財政安定化基金補助金が

増加したことなどにより、前年度比11.6％、406億円の増となりました。 

 

○ 都債は、財政状況及び後年度の財政負担などを勘案して適切に活用した結果、   

前年度比 10.4％、158億円の減となりました。 

 

○ その他は、繰入金が568億円増加したことや、繰越金が1,271 億円増加したことな

どにより、前年度比16.5％、1,762 億円の増となりました。 
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（参 考） 都の歳入構造の特徴    

 

≪都と道府県の歳入構造≫ 

地⽅税57.3%

（うち法⼈⼆税22.9％）

地⽅税74.7%

（うち法⼈⼆税26.6％）

地⽅税33.6%

（うち法⼈⼆税8.0％）

地⽅交付税

20.3%

国庫⽀出⾦

6.6%

国庫⽀出⾦

4.9%

国庫⽀出⾦

13.7%

地⽅債

17.0%

地⽅債

2.1%

地⽅債

12.1%

その他

19.1%

その他

18.3%

その他

20.3%

 
 

○ 都の歳入の約７割は地方税（都税）が占めており、中でも、景気変動の影響を受け

やすい法人二税の占める割合が高いことから、都財政は元来不安定な構造にあります。   

また、都は、都道府県で唯一地方交付税の交付を受けておらず、他の自治体に比べ

てより自立した財政運営を行う必要があると言えます。 
 

○ 一方、歳出規模が過去最大であった平成５年度と比較すると、28年度は歳入に占め

る地方債（都債）の割合が低くなっています。 
 

○ 都は、バブル経済崩壊後、税収減を補うために基金の活用と併せて都債の大量発行

を行いました。その結果、都債残高が急増するとともに、平成10年度には過去最悪の

実質収支赤字を計上するなど、未曽有の財政危機に陥りました。 
 

○ その後、財政再建に向けた取組の中で、投資的経費を削減するとともに、都債の発

行抑制に努めました。 
 

○ 平成28年度の都の歳入に占める地方債の割合は、他の道府県と比べても低い水準と

なっており、都は、地方債への依存度が低い健全な財政運営を行っています。 

 

 

道府県 
平成28年度 

都 
平成28年度  

都 
平成５年度 
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＜歳 出＞                                                （単位：億円、％）         

区     分 
29年度 28年度 

増減額 増減率 
金   額 構成比 金   額 構成比 

一 般 歳 出 46,614 68.3 45,920 68.1 694     1.5

 

人 件 費 14,966 21.9 14,948 22.2    18 0.1

投資的経費 8,164 12.0 8,746 13.0 △  582 △   6.7

補 助 費 等 14,347 21.0 13,554 20.1 793 5.9

そ の 他 9,136 13.4 8,671 12.9 465 5.4

公 債 費 5,571 8.2 4,760 7.1 811 17.0

税連動経費等 16,090 23.6 16,759 24.9 △  668 △   4.0

歳 出 合 計 68,275 100.0 67,439 100.0 836 1.2

（注） 一般歳出とは、公債費、地方消費税交付金など税の一定割合を区市町村に交付する税連動経費 

   及び３つのシティ実現に向けた基金への積立（元金分）等を除いた経費です。 

 

○ 一般歳出のうち人件費は、前年度比 0.1％、18 億円の増となりました。これは、退

職者数の減少などにより退職手当が減少した一方、増額給与改定などにより職員給が

増加したことや、共済組合負担金が増加したことなどによるものです。 

 

○ 一般歳出のうち投資的経費は、東京2020オリンピック・パラリンピック競技大会（以

下「東京2020大会」という。）の競技施設関連整備費などが増加した一方、武蔵野の

森総合スポーツプラザの事業進捗により整備費が減少したことなどにより、前年度比

6.7％、582億円の減となりました。 

 

○ 一般歳出のうち補助費等は、保育士等キャリアアップ補助や待機児童解消区市町村

支援事業の拡充などにより、前年度比5.9％、793億円の増となりました。 

 

○ 公債費は、利子償還金などが減少した一方、元金償還金が増加したことにより、前

年度比17.0％、811億円の増となりました。 

 

○ 税連動経費等は、前年度比4.0％、668億円の減となりました。これは、東京オリン

ピック・パラリンピック開催準備基金への積立が1,531億円増加した一方、福祉先

進都市実現基金への積立金2,035億円が皆減したことなどによるものです。 
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（参 考） 都の歳出構造の特徴  

 

≪都と道府県の歳出構造≫ 

⼈件費

24.5%

⼈件費

22.2%

⼈件費

28.1%

投資的経費

29.1%

投資的経費

13.0%

投資的経費

15.7%

補助費等

13.3%

補助費等

20.1%

補助費等

19.9%

公債費

4.9%

公債費

7.1%

公債費

14.8%

特別区財政調整

交付⾦9.5%

特別区財政調整

交付⾦14.6%

その他

18.6%

その他

23.1%

その他

21.5%

 

（注） 特別区財政調整交付金以外の税連動経費は、その他に計上しています。 

             

○ 特別区制度の下、都区間の財源配分と特別区相互間の財源調整を行う「特別区財政

調整交付金」が計上されていることが、他の道府県にはない都の特徴の一つです。 
 

○ また、平成５年度と28年度を比較すると、歳出に占める人件費及び投資的経費の割

合が減少していることが分かります。 
 

○ 都は、バブル経済崩壊後に税収が減少する中においても、大規模施設の建設や国の

経済対策への対応として、歳出水準を維持したことなどから、財政危機に陥りました。 

その後、国や道府県に先駆けて財政再建に舵を切り、職員定数の削減や事業の重点

化などを進め、財政再建達成後には、施策の見直し努力を事業評価の取組として継続

しました。こうした努力もあり、平成28年度は５年度と比べ、人件費が約１割、投資

的経費が約６割減少しています。 
 

○ 一方で、社会保障に係る経費の増加などにより、歳出に占める補助費等の割合は増

加しています。 
 

○ このように、都は、内部努力を徹底するとともに、事業評価の取組を通じた施策の

見直し・再構築を図るなど、施策の新陳代謝を進め、都民のニーズに応じ必要な行政

サービスを提供しています。 

道府県 
平成28年度  

都 
平成28年度 

都 
平成５年度 
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＜目的別歳出＞                                        （単位：億円、％） 

区     分 
29年度 28年度 

増減額 増減率 
金   額 構成比 金   額 構成比 

総  務  費 5,867 8.6 3,446 5.1 2,420 70.2

民  生  費 9,674 14.2 11,137 16.5 △ 1,463 △   13.1

衛  生  費 2,195 3.2 2,194 3.3 1 0.0

商  工  費 3,401 5.0 3,734 5.5 △  333 △    8.9

土  木  費 8,456 12.4 9,094 13.5 △  638 △    7.0

警  察  費 6,210 9.1 6,232 9.2 △   22 △    0.4

消  防  費 2,299 3.4 2,255 3.3 44 2.0

教  育  費 10,146 14.9 10,280 15.2 △  134 △    1.3

公  債  費 5,571 8.2 4,760 7.1 811 17.0

そ  の  他 14,456 21.2 14,306 21.2 150 1.0

歳 出 合 計 68,275 100.0 67,439 100.0 836 1.2

（注） 目的別歳出とは、経費をその行政目的に応じて区分したものです。 

 

○ 総務費は、東京オリンピック・パラリンピック開催準備基金への積立や、財政調整

基金への積立などにより、前年度比70.2％、2,420億円の増となりました。 

 

○ 民生費は、保育士等キャリアアップ補助や待機児童解消区市町村支援事業が増加し

た一方、福祉先進都市実現基金への積立が皆減したことなどにより、前年度比13.1％、

1,463億円の減となりました。 

 

○ 公債費は、利子償還金などが減少した一方、元金償還金が増加したことにより、前

年度比17.0％、811億円の増となりました。 

 

○ その他は、株式等譲渡所得割交付金が 126 億円増加したことなどにより、前年度比

1.0％、150億円の増となりました。 

 

 

 

- 6 -



 

 

 

（参 考） 都の目的別歳出構造の特徴等  

 

 

区　分 使いみち 平成29年度
（参考）

平成５年度

総務費
企画・総務や区市町村の振興
など 43,020円 53,455円

民生費
待機児童対策や高齢者福祉
など 70,936円 38,599円

衛生費 快適な都市環境の実現など 16,097円 49,353円

商工費
中小企業支援や観光産業の
振興など 24,938円 31,673円

土木費
道路・河川・港等の整備やまち
づくり、災害に強い都市づくりなど 62,006円 164,221円

警察費 警察活動など 45,539円 51,076円

消防費 消防活動など 16,857円 20,250円

教育費
学校教育や東京2020大会の
開催準備など 74,399円 88,547円

公債費
都債の償還や利子の支払い
など 40,850円 30,041円

特別区財政
調整交付金

都と特別区との間の財政調整
など 71,590円 57,906円

その他
税に連動した区市町村への
交付金など 34,413円 21,997円

500,645円 607,118円合　　　計

 

 

○ 平成５年度と29年度を比較すると、歳出に占める民生費の割合が増加し、土木費の

割合が減少していることが分かります。 

 

○ 民生費の増加は、少子高齢化の進行を背景として、児童や高齢者のための施策に  

係る経費が増加したことなどによるものです。 

 

○ 一方、土木費は、緊急性や必要性を考慮した事業の重点化などにより投資的経費を

削減していく中で、その割合が大きく減少しています。 

   

○ また、平成29年度決算の歳出６兆8,275億円を、都民１人当たりの歳出に置き換え

ました。民生費や教育費の歳出額が、他の区分と比較して大きくなっています。 

 

○ このように、時代とともに変化する都民のニーズを的確に把握し、限られた都税収

入などの財源を必要な施策に対し適切に配分しています。 

 

 

≪都の目的別歳出構造≫ ≪都民１人当たりの歳出≫ 

平成29年度 平成５年度 

※ 平成29年度の都内総人口は、「住民基本台帳人口」における30年１月１日現在です。 

※ 平成５年度の都内総人口は、「住民基本台帳人口」における６年３月31日現在です。 
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【３】財政指標等 

 

① 経常収支比率 

○ 経常収支比率は、人件費、扶助費、公債費などの容易に削減することが困難

な経費に、地方税などがどの程度充当されているかを示すことで、財政構造の

弾力性を測定する指標であり、比率が低いほど弾力性が高いことを表していま

す。 

 

○ 平成 29年度における経常収支比率は、前年度の79.6％から 2.6 ポイント上

昇し、82.2％となりました。 

 

○ これは、公債費の元金償還金が増加したことや、都税収入が減収になった 

ことなどによるものです。 

 

○ 都道府県の平均値は、近年 100％を超えており、都は財政の弾力性が高い  

状況にあります。 

 
 

  （注） 都道府県の比率は加重平均であり、平成18年度にあっては減税補塡債及び臨 
時財政対策債を、平成19～28年度にあっては減収補塡債特例分及び臨時財政対 
策債を、経常一般財源等から除いて算出したものです。 

（注）経常収支比率（％）＝ 経常的経費充当一般財源等÷経常一般財源等×100 
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② 義務的経費 

○ 義務的経費は、地方公共団体の歳出のうち、支出が義務付けられている  

人件費、扶助費及び公債費のことで、歳出に占める義務的経費の割合が低いほ

ど財政の弾力性が高いと言えます。 

 

○ 平成 29 年度における義務的経費は、前年度比 4.1％、865 億円の増の２兆

1,902 億円となりました。 

 

○ これは、公債費の元金償還金が増加したことなどによるものであり、公債費

の増加を除けば、前年度並となります。 

 

○ また、歳出に占める義務的経費の割合は、近年、概ね減少傾向にありますが、

これは、職員定数の削減など内部努力を徹底してきたことや、将来負担を考慮

した発行抑制など、都債を適切に活用してきたことなどによるものです。 

 

○ 道府県の割合は、近年約45％程度で推移しており、都は財政の弾力性が高い

状況にあります。 
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③ 公債費負担比率 

○ 公債費負担比率は、地方債の償還に、一般財源がどの程度充当されているか

を示す指標であり、比率が低いほど財政の弾力性が高いことを示しています。 

 

○ 平成 29年度の公債費負担比率は、前年度の7.3％から1.2 ポイント上昇し、

8.5％となりました。 

 

○ これは、公債費の元金償還金が増加したことや、都税収入が減収になった 

ことなどによるものです。 

 

○ 都道府県の平均値は、近年約19％程度で推移しており、都は財政の弾力性が

高い状況にあります。 

 

 

 
（注） 都道府県の比率は一部事務組合等を除く加重平均です。 

 

 

 

（注）公債費負担比率（％）＝ 公債費充当一般財源等÷一般財源等総額×100 
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④ 都債現在高等 

○ 平成29年度末の都債現在高（普通会計債）は、前年度比7.5％、3,497 億円

の減の４兆3,050 億円となりました。 

 

○ 都債発行額は、リーマンショックによる都税収入の減収への対応や、東日本

大震災への対応により、一時的に増加したものの、それ以降は減少しており、

都債現在高も減少が続いています。 

 

○ 引き続き、財政状況や後年度の財政負担などを勘案しながら、都債を適切に

活用していきます。 

 

 

  
（注） 普通会計決算における都債現在高は、満期一括償還地方債の元金償還に 

充てるための減債基金積立額などを除いたものです。 

そのため、貸借対照表における「都債」の金額とは一致しません。 
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【４】地方公共団体の財政の健全化に関する法律に定める比率 

 

地方公共団体の財政の健全化に関する法律は、一部の自治体における深刻な財政

悪化などを背景に、財政の健全化や再生が必要な場合に迅速な対応を取るための仕

組みとして制定されました。 

同法に基づく健全化判断比率及び資金不足比率は、フローだけでなくストックに

も着目し、一般会計等（普通会計とほぼ等しい範囲）のほかに、公営事業会計や第

三セクター等に対する一般会計等の負担額を含むなど、地方公共団体の財政の全体

像を明らかにする指標となっています。 

同法により、地方公共団体は毎年度比率を算定し、監査委員の審査や議会への報

告、住民への公表などを行うことが義務付けられています。 

平成29年度決算に基づき算定した都の比率は、以下のとおりです。 

 

 

 

（注）１ 標準財政規模とは、地方公共団体の標準的な状態で通常収入される経常的一般財源の規模を

示すものです。 

   ２ 各指標には、早期健全化基準などの判断基準が定められており、いずれかがその基準以上と

なった場合には、財政健全化計画などを策定し、財政の健全化を図らなければなりません。 

 

 

全会計において   

（資金不足比率はありません） 
   

※ 資金不足比率の対象となる都の会計は、病院会計、中央卸売市場会計、都市再開発事業会計、 

臨海地域開発事業会計、港湾事業会計、交通事業会計、高速電車事業会計、電気事業会計、水 

道事業会計、工業用水道事業会計、下水道事業会計、と場会計の全12会計です。 

資金不足比率 
公営企業における経営状態の悪化の度合いを示す指標。 

公営企業会計ごとの事業規模に対する資金不足額の割合で算出されます。 
経営健全化基準20％ 

 

 

 

健全化判断比率 
財政の早期健全化や再生の必要性を判断するための４つの指標の総称。 

各指標は標準財政規模に対する割合で算出されます。 

 

 

－ 
（実質赤字比率はありません) 

 

 

－ 
（連結実質赤字比率はありません) 

実質赤字比率 
（実質赤字額［一般会計等］の割合） 

早期健全化基準5.47％ 財政再生基準8.43％ 

連結実質赤字比率 
（実質赤字額［全会計ベース］の割合） 

早期健全化基準10.47％ 財政再生基準18.43％ 

 
 
 

28年度 29年度

1.5% 1.6%
 

実質公債費比率 
(地方債償還に要する一般財源等の割合[3か年平均])

早期健全化基準25％ 財政再生基準35％  
 
 

28年度 29年度

19.8% 12.5%  

将来負担比率 
（一般会計等で見込まれる将来負担の割合） 

早期健全化基準400％ 財政再生基準 － 

－
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（２）新たな公会計手法による分析 

 

【１】財務諸表の概要 

 

 

○ 都の財務諸表には「貸借対照表」「行政コスト計算書」「キャッシュ・フロー

計算書」「正味財産変動計算書」の４つの表があります。都は営利を目的とし

ないことから、民間企業が作成する「損益計算書」に当たるものを「行政コス

ト計算書」、「株主資本等変動計算書」を「正味財産変動計算書」として作成し

ています。 

財務諸表に現れた平成29年度の都財政の状況は以下のとおりです。 

 

○ 貸借対照表により都の資産と負債の状況を見ると、平成 29 年度末現在の資

産は 34 兆 6,224 億円（前年度末比 5,810 億円の増）、負債は６兆 9,342 億円

（前年度末比 1,857 億円の減）となりました。資産のうち、基金残高は４兆

5,616 億円（前年度末比 3,200 億円の増）、負債のうち、都債残高は５兆

8,492 億円（前年度末比 2,101 億円の減）となりました。資産に対する負債の

割合は20.0％（前年度末比0.9 ポイントの減）となっています。 

 

○ 行政コスト計算書においては、当期収支差額は 6,876 億円（前年度比 544

億円の減）となり、引き続き収入が費用を上回っています。 

 

○ キャッシュ・フロー計算書の行政サービス活動収支差額は 8,416 億円の収

入超過、社会資本整備等投資活動収支差額は3,907 億円の支出超過、財務活動

収支差額は3,526 億円の支出超過となりました。行政サービス活動収支差額、

社会資本整備等投資活動収支差額、財務活動収支差額に前年度からの繰越金を

加えた形式収支は、4,768 億円の収入超過となっています。 

 

○ 正味財産変動計算書においては、社会資本の整備の進展などに伴って正味財

産が7,668 億円増加しています。 

 

○ このようなことから、都財政の健全性は維持されていると言えます。 
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２ 平成 2９年度 東京都全体の財務報告 

 

○ 資  産  は  前  年  度  末  比              6,665 億  円  増    加  し 47 兆 9,955 億  円  、負債は  同 3,318 億

円減少し14兆 3,593 億円で、総資産に占める正味財産の割合である正味財産比

率は70.1％（前年度末69.0％）となっています。 

 

○ 特別会計では、正味財産が91億円となっています。 

 

○ 公営企業会計では、正味財産比率は 54.5％（前年度末 53.2％）となってい

ます。 

 

○ 監理団体は、全体として財務体質に改善の傾向が見られます。一層の財務体

質の改善を進めていくためには、引き続き各団体による経営努力の取組が重要

です。 

 

（１）東京都全体財務諸表 

 

東京都全体財務諸表については、次のように作成し、公営企業や監理団体などの財

務状況の全体像がより的確に把握できるようにしています。 

 

・ 内部取引の相殺消去を行うのは普通会計の範囲内としました。 

・ 普通会計に属さない特別会計、公営企業会計、監理団体及び地方独立行政法人

については、各々の決算書を並べて表記する「併記方式」としました。 

・ 貸借対照表のみでなく、行政コスト計算書などによる当該年度の事業収支も表

記しました。 

 

東京都全体財務諸表の対象範囲は、まず東京都本体分として普通会計（一般会計及

び 13 の特別会計）、普通会計の対象でない２つの特別会計、11 の公営企業会計、東京

都以外の団体として、33の監理団体及び３つの地方独立行政法人となっています。 
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○ 資産は、47 兆 9,955 億円（前年度末 47兆 3,289 億円）であり、主として、固定

資産が前年度末比4,101億円増加したことにより、同6,665億円の増加となりまし

た。資産のうち38兆 6,203億円（80.5％）が有形固定資産です。 

 

○ 負債は、14 兆 3,593 億円（前年度末 14兆 6,912 億円）であり、流動負債が前年

度末比 811 億円増加した一方で、繰延収益が同 99 億円、固定負債が同 4,030 億円

減少したことにより、同 3,318 億円の減少となりました。負債のうち 10 兆 8,239

億円（75.4％）が固定負債です。 

 

○ 正味財産は、33兆 6,361 億円（前年度末 32 兆 6,376 億円）であり、前年度末比

9,984億円の増加となりました。正味財産比率は70.1％（前年度末69.0％）となっ

ています。 

 

（２）経営主体別の経営状況 

 

【１】特別会計（普通会計の対象でないもの） 

 

○ 当期収支差額については、と場会計が赤字となり、都営住宅等保証金会計が黒字

となっています。この２つの特別会計の正味財産の合計は、91 億円（前年度末 90

億円）となっています。 

 

 

＜東京都全体財務諸表＞ （単位：億円、％）

29年度 28年度

資産の部

流動資産 31,931 29,366 2,564 8.7

固定資産 448,023 443,921 4,101 0.9

うち有形固定資産 386,203 384,879 1,324 0.3

Ⅲ 繰延資産 0 1 △ 0 △ 0.0

479,955 473,289 6,665 1.4

流動負債 12,970 12,159 811 6.7

固定負債 108,239 112,270 △ 4,030 △ 3.6

繰延収益 22,383 22,482 △ 99 △ 0.4

143,593 146,912 △ 3,318 △ 2.3

336,361 326,376 9,984 3.1

479,955 473,289 6,665 1.4

増減額 増減率

負債及び正味財産の部合計

負債の部合計

正味財産の部合計

科　　　目

Ⅰ

Ⅱ

資産の部合計

Ⅰ

Ⅱ

Ⅲ

負債の部
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【２】公営企業会計 

 

○ 経常収支については、病院会計、中央卸売市場会計及び都市再開発事業会計が赤

字、工業用水道事業会計が収支均衡となっており、残りの７会計が黒字となってい

ます。当期純損益では、病院会計、中央卸売市場会計及び都市再開発事業会計が赤

字、工業用水道事業会計が収支均衡となっており、残りの７会計が黒字となってい

ます。また、正味財産比率は54.5％（前年度末53.2％）となっています。 

 

【３】監理団体等 

 

○ 監理団体 33 団体（前年度 33 団体）のうち、公益法人等の合計 23 団体（前年度

23団体）については、合計で、正味財産比率が前年度を上回りました。また、株式

会社10団体（前年度10団体）については、合計で、正味財産に相当する純資産が

資産に占める割合は前年度を上回るとともに、経常収支及び当期純損益で黒字を計

上しました。一層の財務体質の改善を進めていくためには、引き続き各団体による

経営努力の取組が重要です。 

 

○ 都はこれまでも、監理団体について「財務」の視点からも経営目標を設定するな

ど、財務状況の改善に取り組むとともに、都の一般会計において後年度に過大な財

政負担が生じることのないよう、監理団体の財務状況について将来的な見込みも含

め、正確な把握に努めてきました。 

 

○ 平成 20 年度より地方公共団体の財政の健全化に関する法律が施行され、公営企

業会計や第三セクター等その地方公共団体の関連する団体に対する負担見込額に

ついて、将来負担比率の算定要素に含まれることになり、将来的に地方公共団体の

財政に影響を及ぼす可能性のある債務などについて把握することが一層求められ

るようになりました。 

  今後とも、監理団体などを含めた東京都全体としての財務状況を正確に把握して、

将来にわたる都の財政負担を適正なものとしていくことが重要です。 
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（  付   表  ） 



１　平成29年度　東京都普通会計財務諸表

29年度 28年度 増減額

資産の部
Ⅰ　流動資産 16,337 14,233 2,103

4,903 3,905 997
692 787 △ 94

△ 89 △ 104 14
9,428 8,108 1,320
7,165 6,274 890
2,263 1,833 429
1,409 1,540 △ 131
△ 8 △ 6 △ 1

2 3 △ 1
Ⅱ　固定資産 329,887 326,180 3,707

１　行政財産 81,886 81,716 169
81,831 81,662 169

 建物 26,211 26,395 △ 184
 工作物 3,596 3,438 157
 立木 6 6 0
 船舶等 - 170 △ 170
 船舶 117 - 117
 航空機 48 - 48
 浮標等 6 7 △ 0
 土地 51,844 51,643 201

54 54 0
 地上権 54 54 0
 その他無形固定資産 - - -

9,885 10,699 △ 814
9,780 10,596 △ 816

 建物 3,424 3,628 △ 204
 工作物 656 679 △ 22
 立木 0 0 0
 船舶等 - 1 △ 1
 船舶 1 - 1
 航空機 - - -
 浮標等 3 3 △ 0
 土地 5,693 6,281 △ 588

104 103 1
 地上権 11 11 0
 その他無形固定資産 93 91 1

658 830 △ 171
147,209 145,983 1,226
147,069 145,842 1,226

 土地以外 - 22,149 △ 22,149
 建物 578 - 578
 工作物 22,062 - 22,062
 浮標等 6 - 6
 土地 124,421 123,693 728

140 140 0
 地上権 140 140 0
 その他無形固定資産 - - -

- - -
14 69 △ 55

12,081 11,944 136
8 - 8

78,143 74,935 3,208
- 7,311 △ 7,311

2,408 - 2,408
6,430 - 6,430

- - -
20,832 20,294 537
10,530 11,277 △ 747
△ 30 △ 35 5

112 107 4
36,187 34,307 1,880
12,890 11,918 972
20,391 19,504 887
2,905 2,884 21
1,673 1,673 0

 （１）普通会計

（平成30年３月

科　　目

　現金預金
　収入未済
　不納欠損引当金
　基金積立金

財政調整基金
減債基金

　短期貸付金
　貸倒引当金
　その他流動資産

1 有形固定資産

2 無形固定資産

２　普通財産
1 有形固定資産

2 無形固定資産

３　重要物品
４　インフラ資産

1 有形固定資産

2 無形固定資産

５　ソフトウェア
６　リース資産
７　建設仮勘定
８　ソフトウェア仮勘定
９　投資その他の資産

  有価証券
  出資金及出捐金
  投資損失引当金
  公営企業会計出資金

  有価証券及出資金

346,224 340,414 5,810

  長期貸付金
  貸倒引当金
  その他債権
  基金積立金
  　 減債基金

  　 定額運用基金
   　特定目的基金

  その他投資等

資産の部合計
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29年度 28年度 増減額

負債の部
Ⅰ　流動負債 4,607 4,276 331

18 25 △ 7
  都債 3,520 3,350 169

0 0 △ 0
他会計借入金 - - -
基金運用金 - - -
その他短期借入金 0 0 △ 0

1 27 △ 26
- - -

支払繰延 - - -
未払保証債務 - - -
その他未払金 - - -

1,052 856 195
14 14 0

Ⅱ　固定負債 64,735 66,924 △ 2,189
　都債 54,971 57,242 △ 2,270
　長期借入金 107 109 △ 1

他会計借入金 103 105 △ 1
基金運用金 - - -
その他長期借入金 3 3 △ 0

7 8 △ 1
9,618 9,518 99

  その他引当金 - - -
29 44 △ 14

預り保証金 - - -
その他固定負債 29 44 △ 14

276,882 269,213 7,668
7,668 8,121 △ 452

貸借対照表

31日現在）

科　　目

　還付未済金

  短期借入金

　リース債務
　未払金

　賞与引当金
　その他流動負債

　リース債務
　退職給与引当金

　その他固定負債

負債の部合計 69,342 71,200 △ 1,857

正味財産の部
　 正味財産
   （うち当期正味財産増減額）

負債及び正味財産の部合計 346,224

正味財産の部合計 276,882 269,213 7,668

340,414 5,810

（単位：億円）

- 45 -



29年度 28年度 増減額

通常収支の部
Ⅰ　行政収支の部

１ 行政収入 61,786 61,679 107
地方税 52,880 53,159 △ 278
地方譲与税 2,451 2,355 95
地方特例交付金 52 48 3
国有提供施設等所在市町村助成交付金 0 0 △ 0
税諸収入 0 1 △ 1
国庫支出金 3,057 2,674 382
交通安全対策特別交付金 28 29 △ 1
事業収入（特別会計） 4 0 3
分担金及負担金 73 77 △ 3
使用料及手数料 1,522 1,535 △ 13
財産収入 126 118 7
諸収入（受託事業収入） 529 515 14
諸収入 1,032 1,128 △ 96
寄附金 0 0 △ 0
繰入金 26 33 △ 6
その他行政収入 1 - 1

２ 行政費用 55,547 53,497 2,050
税連動経費 13,850 13,676 173
給与関係費 13,546 13,389 157
物件費 2,856 2,742 114
維持補修費 1,039 1,039 0
扶助費 1,307 1,279 28
補助費等 11,984 11,157 826
投資的経費補助 665 759 △ 94
投資的経費単独 3,271 3,325 △ 54
投資的経費国直轄 478 509 △ 31
出資金（出捐金等） - 307 △ 307
出捐金 150 - 150
繰出金 1,978 1,978 0
減価償却費 1,773 1,711 62
債務保証費 - - -
不納欠損引当金繰入額 77 88 △ 10
貸倒引当金繰入額 1 1 0
賞与引当金繰入額 1,052 856 195
退職給与引当金繰入額 1,478 641 836
その他引当金繰入額 - - -
その他行政費用 37 33 4

Ⅱ　金融収支の部
１ 金融収入 142 155 △ 13

受取利息及配当金 142 155 △ 13
２ 金融費用 707 784 △ 76

公債費（利子） 694 763 △ 69
都債発行費 11 15 △ 3
都債発行差金 0 3 △ 3
他会計借入金利子等 0 1 △ 0

通常収支差額 5,673 7,553 △ 1,879
特別収支の部
１　特別収入 2,143 505 1,638

固定資産売却益 40 65 △ 25
その他特別収入 2,103 439 1,664

２　特別費用 940 638 302
固定資産売却損 309 84 224
固定資産除却損 100 261 △ 161
災害復旧費 6 30 △ 23
不納欠損額 5 14 △ 8
貸倒損失 9 1 8
その他特別費用 510 246 263

当期収支差額 6,876 7,421 △ 544

（２）普通会計行政コスト計算書
自　平成29年４月１日
至　平成30年３月31日

科　　目

（単位：億円）
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Ⅰ　行政サービス活動 Ⅱ　社会資本整備等投資活動

税収等 55,396 55,585 △ 189 国庫支出金等 884 861 23

地方税 52,892 53,179 △ 287 国庫支出金 838 811 27

地方譲与税 2,451 2,355 95 分担金及負担金 36 34 1

地方特例交付金 52 48 3 繰入金等 9 15 △ 5

財産収入 476 63 413

財産売払収入 476 63 413

税諸収入 0 1 △ 1 基金繰入金 1,152 571 580

国庫支出金等 3,086 2,707 378 財政調整基金 - - -

国庫支出金 3,057 2,678 379 減債基金 - - -

交通安全対策特別交付金 28 29 △ 1 特定目的基金 1,152 571 580

業務収入その他 3,291 3,399 △ 108 定額運用基金 - - -

事業収入（特別会計） 4 0 3 貸付金元金回収収入等 3,451 3,811 △ 360

分担金及負担金 72 76 △ 3 保証金収入 0 1 △ 0

使用料及手数料 1,515 1,528 △ 12

財産収入 109 110 △ 0 社会資本整備支出 3,441 3,813 △ 371

諸収入（受託事業収入） 529 515 14 物件費 54 44 10

諸収入 1,031 1,133 △ 101 補助費等 0 25 △ 24

寄附金 0 0 △ 0 投資的経費補助 1,184 1,262 △ 77

繰入金 26 33 △ 6 投資的経費単独 2,200 2,480 △ 279

金融収入 142 155 △ 13 基金積立金 2,956 3,703 △ 746

受取利息及配当金 142 155 △ 13 財政調整基金 890 26 864

減債基金 - - -

税連動経費 13,850 13,676 173 特定目的基金 2,044 3,653 △ 1,608

税連動経費 13,850 13,676 173 定額運用基金 21 23 △ 2

行政支出 38,937 38,419 518 貸付金・出資金等 3,470 3,011 458

給与関係費 15,338 15,308 29 出資金 - 51 △ 51

物件費 2,853 2,739 113 出資金及出捐金 345 - 345

維持補修費 1,039 1,038 0 繰出金（他会計） 537 446 91

扶助費 1,306 1,277 28 貸付金 2,586 2,513 72

補助費等 11,998 11,152 845 保証金支出 3 2 1

投資的経費補助 665 759 △ 94 社会資本整備等投資活動収支差額 △ 3,907 △ 5,221 1,314

投資的経費単独 3,271 3,337 △ 65 行政活動キャッシュ・フロー収支差額 4,508 3,718 790

投資的経費国直轄 478 509 △ 31 Ⅲ　財務活動

出資金（出捐金等） - 307 △ 307 財務活動収入 1,376 1,551 △ 175

繰出金 1,987 1,987 △ 0 都債 1,368 1,526 △ 158

金融支出 706 783 △ 76 他会計借入金等 8 25 △ 17

公債費（利子・手数料） 705 781 △ 76 基金運用金借入 - - -

他会計借入金利子等 0 1 △ 0 繰入金 - - -

特別支出 6 30 △ 23

災害復旧事業支出 6 30 △ 23 財務活動支出 4,902 3,999 903

行政サービス活動収支差額 8,416 8,939 △ 523 公債費（元金） 4,864 3,977 887

他会計借入金等償還 37 21 15

基金運用金償還 - - -

財務活動収支差額 △ 3,526 △ 2,447 △ 1,078

収支差額合計 982 1,270 △ 288

前年度からの繰越金 3,786 2,515 1,270

形式収支 4,768 3,786 982

28年度 増減額 科　　目 29年度 28年度

△ 0

増減額

国有提供施設等所在市町村
助成交付金

0 0

（３）普通会計キャッシュ・フロー計算書
自　平成29年４月１日
至　平成30年３月31日

科　　目 29年度

（単位：億円）

- 47 -



(単位:億円)

前期末残高 190,218 12,851 923 3,463 △ 1,233 △ 19 63,008 269,213

当期変動額 - 838 46 76 △ 168 △ 1 6,876 7,668

固定資産等の増減 - 838 46 76 △ 168 △ 78 - 714

都債等の増減 - - - - - △ 224 - △ 224

その他内部取引 - - - - - 301 - 301

当期収支差額 - - - - - - 6,876 6,876

当期末残高 190,218 13,689 969 3,540 △ 1,401 △ 20 69,885 276,882

(単位:億円)

前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高
当期末減価
償却累計額

当期償却額
差引当期末

残高

有形固定資産 288,456 22,501 20,167 290,790 39,355 1,773 251,435

　 行政財産 104,962 7,148 5,945 106,164 24,333 1,089 81,831

　　　建物 46,766 4,506 3,917 47,355 21,144 905 26,211

　　　工作物 6,156 1,375 968 6,562 2,966 163 3,596

　　　立木 6 0 0 6 - - 6

　　　船舶等 371 - - - - - -

　　　船舶 - 69 52 153 35 4 117

　　　航空機 - - 10 225 176 15 48

　　　浮標等 16 - - 16 10 0 6

　　　土地 51,643 1,197 996 51,844 - - 51,844

　 普通財産 14,049 3,157 3,835 13,370 3,590 160 9,780

　　　建物 6,368 449 536 6,282 2,857 139 3,424

　　　工作物 1,367 173 176 1,364 708 20 656

　　　立木 0 0 0 0 - - 0

　　　船舶等 7 - - - - - -

　　　船舶 - 7 7 7 5 0 1

　　　航空機 - 10 10 - - - -

　　　浮標等 22 - - 22 19 0 3

　　　土地 6,281 2,516 3,104 5,693 - - 5,693

　 重要物品 2,001 403 345 2,059 1,400 93 658

　 インフラ資産 155,406 6,060 4,373 157,092 10,023 430 147,069

　　　土地以外 31,712 - - - - - -

　　　建物 - 9 6 1,173 595 29 578

　　　工作物 - 4,081 3,125 31,469 9,406 399 22,062

　　　浮標等 - - - 27 21 0 6

　　　土地 123,693 1,969 1,241 124,421 - - 124,421

　 リース資産 92 - 70 21 7 0 14

　 建設仮勘定 11,944 5,732 5,595 12,081 - - 12,081

無形固定資産 298 10 1 307 - - 307

　 行政財産 54 0 0 54 - - 54

　  　地上権 54 - - 54 - - 54

　　  その他無形固定資産 - 0 0 - - - -

　 普通財産 103 1 0 104 - - 104

　  　地上権 11 - - 11 - - 11

　　  その他無形固定資産 91 1 0 93 - - 93

　 インフラ資産 140 0 0 140 - - 140

　  　地上権 140 0 0 140 - - 140

　　  その他無形固定資産 - - - - - - -
　 ソフトウェア - - - - - - -
　 ソフトウェア仮勘定 - 8 0 8 - - 8

288,754 22,512 20,168 291,098 39,355 1,773 251,743
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（５）普通会計有形固定資産及び無形固定資産附属明細書

（４）普通会計正味財産変動計算書

 
内
部
取
引
勘
定

 
そ
の
他
剰
余
金

　
合
計

  自　平成29年４月１日
  至　平成30年３月31日

区　　　分

 
開
始
残
高
相
当

 

- 48 -



  

（６）東京都普通会計財務諸表作成に係る会計方針及び注記 
当会計年度 

（自        平成 29年４月    １   日 

至 平成30年３月31日） 

[会計方針] 

１ 対象範囲 

普通会計を対象としており、会計間の重複、債権・債務などは全て消去している。 

なお、普通会計の対象は次のとおりである。 
一般会計 

特別会計（13会計） 

特別区財政調整会計 

地方消費税清算会計 

小笠原諸島生活再建資金会計 

母子父子福祉貸付資金会計 

心身障害者扶養年金会計 

中小企業設備導入等資金会計 

林業・木材産業改善資金助成会計 

沿岸漁業改善資金助成会計 

都営住宅等事業会計 

都市開発資金会計 

用地会計 

公債費会計 

臨海都市基盤整備事業会計 

２ 基準日 

平成 30 年３月 31 日時点を基準としつつ、平成 30 年４月１日から５月 31 日まで（出納

整理期間）の入出金を取り込んでいる。 

３ 資産及び負債の計上 

貸借対照表には、東京都が所有する財産（換金価値のある実物財産及び法的権利）及び

東京都が負担する法律上の債務だけでなく、発生主義会計に基づく「資産」及び「負債」

を計上している。 

４ 流動性配列法の適用 

資産及び負債の項目の配列は、流動項目、固定項目の順に配列する流動性配列法を適用

している。 

５ 一年基準の適用 

流動、固定の区分については、一年基準を適用し、基準日の翌日から１年以内に期限の

到来する資産と負債を流動項目に区分する一方、それ以外を固定項目に区分している。 

６ 有形固定資産の減価償却の方法 

（１）行政財産、普通財産、リース資産及びインフラ資産 

行政財産、普通財産及びリース資産のうち有形固定資産については、「東京都公有財産台

帳等処理要綱」で定める耐用年数及び残価率に従って定額法によっている。 

インフラ資産のうち有形固定資産については、「東京都公有財産台帳等処理要綱」及び

「建設局所管インフラ資産管理基準」で定める耐用年数及び残価率に従って定額法によって

いる。ただし、道路の舗装部分などのうち「建設局所管インフラ資産管理基準」で定める取

替資産については、部分的取替に要する支出を費用として処理する方法を採用している。 

（２）重要物品 

重要物品については、「重要物品の耐用年数に係る基準」で定める耐用年数に従って定額

法によっている。 
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当会計年度 

（自        平成 29年４月     １  日 

至 平成30年３月31日） 

７ 無形固定資産の減価償却の方法 

（１）地上権、地役権、特許権、著作権等 

減価償却を行っていない。 

（２）ソフトウェア 

耐用年数を５年、残存価額をゼロとする定額法により減価償却を行っている。 

８ 繰延資産の処理方法 

原則として計上しないこととする。 

なお、都債発行費及び都債発行差金は繰延資産として計上せず、その全額を発行年度にお

ける費用として処理している。 

９ 有価証券並びに出資金及出捐金の評価基準及び評価方法 

有価証券並びに出資金及出捐金は、都が保有する監理団体などの株式並びに出資金及び出

捐金を、取得原価により計上している。ただし、時価又は実質価額が著しく低下したものに

ついては、減額した価額で計上している。 

10 引当金の計上基準 

主な引当金は以下のとおりである。 

（１）不納欠損引当金 

都税、使用料などの収入未済の一部については、時効の完成などによって不納欠損となる

可能性があるため、当該収入未済の弁済状況、相手先の財務内容、過去３か年の実績などに

より不納欠損実績率を算定し、年度末の収入未済額を乗じた額を不納欠損引当金として計上

している。 

（２）貸倒引当金 

貸付金の一部については、返還免除又は減免となる可能性があるため、当該債権の弁済状

況、貸付相手先の財務内容、過去３か年の実績などにより貸倒実績率を算定し、年度末の貸

付金額を乗じた額を貸倒引当金として計上している。 

（３）投資損失引当金 

有価証券並びに出資金及出捐金のうち、連結対象団体に対するものについては、時価又

は実質価額が取得価額をある程度下回った場合に、その差額を投資損失引当金として計上

している。 

なお、時価又は実質価額が回復した場合には引当金の戻入れを行っている。 

（４）退職給与引当金 

在職する職員が自己都合により退職するとした場合の退職手当要支給額を、退職給与引当

金として計上している。 

（５）賞与引当金 

  翌期に支払われる期末手当及び勤勉手当並びにこれらに伴う法定福利費のうち、当期の負

担に属すべき額を賞与引当金として計上している。 

11 外貨建ての資産及び負債の本邦通貨への換算基準 

都は、米国及び欧州で外貨建ての債券を発行しているが、スワップ取引による外貨と円

との交換を行っており、元本及び利子は為替相場の変動に伴うリスクを負っていないた

め、発行時の円建ての価額で計上している。 

12  収入・支出の計上基準 

発生主義会計の考え方に基づき収入・支出の概念規定を行い、それに該当するものを計上

している。 
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当会計年度 

（自        平成 29年４月     １  日 

至 平成30年３月31日） 

[その他] 

（貸借対照表関係） 

１ 金額の表示方法 

記載金額は、それぞれ表示単位未満を切り捨てている。 

２ 固定資産の計上基準 
都の公有財産、重要物品、インフラ資産、ソフトウェア及びリース資産の貸借対照表価額

は、取得原価により計上している。 

３ 会計処理の原則又は手続の変更 

（１）ソフトウェアの取得について、従来、支出時に費用処理する方法によっていたが、将来

の費用削減が確実と認められる場合は、当期から資産に計上する。 

この変更は、費用削減効果が及ぶ期間に適切に費用を配分し、その実態を財務諸表に的確

に反映するためである。 

この変更により、新たにソフトウェア仮勘定８億円を計上し、資産の部の合計が同額増加

した。 

（２）出捐金について、従来、支出時に費用処理する方法によっていたが、当期から資産に計

上する。 

この変更は、地方自治法において出資金と同様、「出資による権利」に分類される出捐金

を、財務諸表においても出資金と同様に取扱うものとしたことによる。 

有価証券及出資金を、有価証券並びに出資金及出捐金に分割した上で、出捐金の額 1,346

億円を出資金及出捐金に計上し、資産の部の合計が同額増加した。 

（３）有価証券並びに出資金及出捐金のうち、連結対象団体に対するものについて、時価又は

実質価額が取得価額をある程度下回った場合、当期からその差額を投資損失引当金として計

上する。 

この変更は、連結対象団体に対する投資の毀損を、減損に至る前の段階で適時に財務諸表

に反映するためである。 

ただし、当期は、連結の範囲を検討中であり、対象団体が確定していないため、投資損失

引当金は計上していない。 

（４）退職給与引当金について、従来、任命権者別単価に基づいて引当額を算定していたが、

当期から任命権者別かつ勤続年数別の単価に基づく算定に変更する。 

この変更は、将来の財政負担をより正確に財務諸表に反映するためである。 

この変更により、退職給与引当金の額が 1,010 億円増加し、負債の部の合計が同額増加し

た。 

（５）賞与引当金について、従来、期末手当及び勤勉手当の額に基づいて引当額を算定してい

たが、当期から法定福利費の額を含めて算定する。 

この変更は、賞与の支給に伴って生じる確実性の高い財政負担を財務諸表に的確に反映す

るためである。 

この変更により、賞与引当金の額が193億円増加し、負債の部の合計が同額増加した。 
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当会計年度 

（自        平成 29年４月     １  日 

至 平成30年３月31日） 

４ 表示方法の変更 

（１）行政財産及び普通財産に属する船舶・航空機の表示は、従来、貸借対照表上、「船舶

等」（前期 171 億円）として合計額を表示していたが、公有財産台帳上の分類にあわせて、

当期から、「船舶」（当期118億円）と「航空機」（同48億円）に分けて表示している。 

（２）インフラ資産に属する有形固定資産の表示は、従来、貸借対照表上、「土地」（前期 12

兆 3,693 億円）と「土地以外」（同２兆 2,149 億円）に区分して表示していたが、行政財産

や普通財産の区分にあわせて、当期から、「建物」（当期 578 億円）、「工作物」（同２兆

2,062 億円）、「浮標等」（同６億円）及び「土地」（同 12 兆 4,421 億円）に区分して表示

する。 

（行政コスト計算書関係） 

１ 金額の表示方法 

  記載金額は、それぞれ表示単位未満を切り捨てている。 

（キャッシュ・フロー計算書関係） 

１ 金額の表示方法 

記載金額は、それぞれ表示単位未満を切り捨てている。 

２ 資金の範囲 
資金（現金及び現金同等物）は、普通会計における前年度からの繰越金及び当該年度にお

ける現金収入全てを対象としている。 
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[注記事項] 

 

（貸借対照表関係） 

 

１ 偶発債務 

債務保証又は損失補償に係る債務負担行為のうち、履行すべき額が未確定なもの 

        （単位：億円） 

区         分 29年度末 

 公社・協会等に係るもの 611

その他 1,665

 

２ その他の債務負担行為（翌年度以降支出予定額） 

        （単位：億円） 

区         分 29年度末 

利子補給に係るもの 255

その他 12,519

 

３ 借入金等の償還予定額（平成29年度末） 

            （単位：億円） 

区  分 30年度 31年度以降 計 

都債 3,520 54,971 58,492 

他会計借入金等 0 3 3 

計 3,520 54,975 58,496 

平成 29 年度末現在における都債の残高５兆 8,492 億円については、将来にわたって総額

5,855億円の利払いを生じる。 

 

４ 一時借入金等の実績額など 

短期間の資金調達のために、平成 29年５月 31日に財政調整基金から 1,000 億円を調達し

て同年６月１日までに返済した。なお、借入れに伴う利子額は２万 7,397 円であり、一般会

計において執行した。 

 

５ 減債基金 

平成29年度決算において、積立不足は存在しない。 
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６ その他の基金の内訳 

(単位：億円） 

区  分 29年度末 

法人事業税国税化対策特別基金 -

防災街づくり基金 3,001

無電柱化推進基金 636

福祉・健康安心基金 63

人に優しく快適な街づくり基金 374

福祉先進都市実現基金 2,225

障害者スポーツ振興基金 153

社会資本等整備基金 6,267

芸術文化振興基金 85

水素社会・スマートエネルギー都市づくり推進基金 333

おもてなし・観光基金 127

イノベーション創出基金 300

東京オリンピック・パラリンピック開催準備基金 5,140

災害救助基金 185

心身障害者扶養年金基金 444

介護保険財政安定化基金 35

国民健康保険広域化等支援基金 25

花と緑の東京募金基金 0

公害健康被害予防基金 23

後期高齢者医療財政安定化基金 211

消費者行政活性化基金 2

安心こども基金 41

社会福祉施設等耐震化等臨時特例基金 -

医療施設耐震化臨時特例基金 9

森林整備加速化・林業再生基金 -

東京都尖閣諸島寄附金による尖閣諸島活用基金 14

農業構造改革支援基金 0

地域医療介護総合確保基金 349

都市外交人材育成基金 64

国民健康保険財政安定化基金 271

区市町村振興基金 2,904

用品調達基金 1

計 23,297
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（行政コスト計算書関係） 

 

 収入科目の内容及び計上基準 

（１）行政収入 

科  目 内   容   及   び   計   上   基   準 

地方税 

地方税法に規定する普通税、旧法による税、目的税及び法定外目的税（東

京都宿泊税条例に規定する宿泊税）について収入した額を計上する。ただ

し、地方消費税については、都道府県間での清算後の額を計上する。 

地方譲与税 

地方道路譲与税、石油ガス譲与税、特別とん譲与税、航空機燃料譲与税、

地方法人特別譲与税及び地方揮発油譲与税について収入した額を計上す

る。 

地方特例交付金 
個人住民税における住宅借入金等特別税額控除の実施に伴う地方自治体

の減収を補塡するために交付された額を計上する。 

国有提供施設等所在 

市町村助成交付金 

国有提供施設などが所在する市町村（都の特別区の区域内においては

都）に対し、固定資産税の代替的性格をもって交付された額を計上する。

税諸収入 利子割精算金及び滞納処分費について収入した額を計上する。 

国庫支出金 国庫支出金のうち、行政サービス活動に充当された額を計上する。 

交通安全対策特別 

交付金 

道路交通法に基づき国に納付された反則金の収入額などを道路交通安

全施設の設置及び管理に要する費用に充てるため、地方自治体に交付され

た額を計上する。 

事業収入（特別会計） 
特別会計における貸付金利子収入、掛金収入及び違約金収入を計上す

る。 

分担金及負担金 
分担金及び負担金のうち、行政サービス活動に充当された額を計上す

る。 

使用料及手数料 使用料及び手数料について収入した額を計上する。 

財産収入 財産貸付収入などを計上する。 

諸収入（受託事業収入） 受託事業収入を計上する。 

諸収入 収益事業収入、物品売払代金などについて収入した額を計上する。 

寄附金 寄附金などについて収入した額を計上する。 

繰入金 
他会計からの繰入金のうち、行政サービス活動に充当された額を計上す

る。 

その他行政収入 上記以外の行政収入を計上する。 

 

（２）金融収入 

科  目 内   容   及   び   計   上   基   準 

受取利息及配当金 預金利子、株式配当金などについて収入した額を計上する。 

  

（３）特別収入 

科  目 内   容   及   び   計   上   基   準 

固定資産売却益 
固定資産（有価証券並びに出資金及出捐金を除く。）の売却による収入

額又は債権額のうち、帳簿価額を上回る額を計上する。 

その他特別収入 
有価証券並びに出資金及出捐金の売却益、その他過年度損益修正益など

を計上する。 
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（キャッシュ・フロー計算書関係） 

 

１  現金及び現金同等物の期末残高（形式収支）と貸借対照表に掲記されている科目の金額と

の関係 

                               （単位：億円） 

区    分 29年度 

現金預金勘定 4,768

普通会計に区分した都市再開発事業会計分の収支 -

現金及び現金同等物期末残高（形式収支） 4,768

 

普通会計決算統計の作成規定では、都市再開発事業会計の一部を普通会計決算として区分

することとなっており、当該事業に係る歳入、歳出を普通会計キャッシュ・フロー計算書に

計上している。 

 

２ 地方税収入の内訳 

                （単位：億円） 

区  分 29年度 

都民税 17,716

事業税 10,609

地方消費税 6,635

不動産取得税 828

都たばこ税 163

自動車取得税 173

軽油引取税 407

自動車税 1,046

固定資産税 11,928

特別土地保有税 -

事業所税 1,047

都市計画税 2,304

その他 29

計 52,892

 

３ 減債基金繰入及び積立の取扱い 

  満期一括償還地方債の償還財源に充てるため、減債基金に積み立てた場合、普通会計決算

統計の作成規定では、その時点で都債を償還したものとして「公債費（元金）」に計上するこ

ととなっている。また、減債基金を取り崩して都債を償還する際には、減債基金積立時に公

債費として既に処理しているため、取崩額と同額を歳入、歳出から控除することとなってい

る。このため、これら減債基金に係る現金の動きは、「社会資本整備等投資活動」には現れな

い。 

                              （単位：億円） 

 

 

 

区  分 29年度 

減債基金繰入金 1,833

減債基金積立金 3,235
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（２）東京都全体財務諸表作成に係る会計方針及び注記 

当会計年度 

（自 平成29年４月１日 

至 平成30年３月31日） 

[会計方針] 

１ 対象範囲 
東京都の全会計（普通会計、｢特別会計｣及び公営企業会計）と東京都監理団体及

び地方独立行政法人を対象とし、併記式で表記する。 
 

（１）普通会計 

一般会計と総務省基準の特別会計（13 会計）を合算しており、会計間の重複、債

権・債務などは全て消去している。 

 

（２）｢特別会計｣ 

普通会計の範囲外の特別会計である次の２会計 
と場会計        

都営住宅等保証金会計 

 

（３）公営企業会計 

次の 11の公営企業会計 
病院会計 

中央卸売市場会計 

都市再開発事業会計 

臨海地域開発事業会計 

港湾事業会計 

交通事業会計 

高速電車事業会計 

電気事業会計 

水道事業会計 

工業用水道事業会計 

下水道事業会計 

 

（４）東京都監理団体 

東京都が出資又は出えんを行っている団体及び継続的な財政支出、人的支援など

を行っている団体のうち、全庁的に指導監督を行う必要がある団体。33 団体全てに

ついて東京都の持分を 100％とみなしている。 

 

ⅰ）株式会社（10団体）((  )内は株式持分) 
(株)東京スタジアム(36.3%)、多摩都市モノレール(株)(79.9%)、東京臨海高速鉄道

(株)(91.3%)、(株)多摩ニュータウン開発センター(51.2%)、(株)東京国際フォーラム(51.0%)、

(株)東京臨海ホールディングス(85.1%)*、東京交通サービス(株)(100%)、東京水道サービス

(株)(51.0%)、(株)ＰＵＣ(84.5%)、東京都下水道サービス(株)(50.0%) 

 

※ 全体財務諸表には、連結ベースの決算数値を記載している。 
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当会計年度 

（自 平成29年４月１日 

至 平成30年３月31日） 

ⅱ）公益法人等（23団体） 
(公財)東京都人権啓発センター、(公財)東京都島しょ振興公社、(公財)東京税務協会、(公

財)東京都歴史文化財団、(公財)東京都交響楽団、(公財)東京都スポーツ文化事業団、(一財)東

京マラソン財団、(公財)東京都都市づくり公社、東京都住宅供給公社、(公財)東京都環境公

社、(公財)東京都福祉保健財団、(公財)東京都医学総合研究所、(公財)城北労働・福祉センタ

ー、(社福)東京都社会福祉事業団、(公財)東京都保健医療公社、(公財)東京都中小企業振興公

社、(公財)東京しごと財団、(公財)東京都農林水産振興財団、(公財)東京観光財団、(公財)東

京動物園協会、(公財)東京都公園協会、(公財)東京都道路整備保全公社、(公財)東京防災救急

協会 

 

（５）地方独立行政法人 

  地方独立行政法人法に基づいて東京都が設立した次の３団体 
 公立大学法人首都大学東京 

 地方独立行政法人東京都立産業技術研究センター 

 地方独立行政法人東京都健康長寿医療センター 
 

２ 基準日 

平成 30 年３月 31 日時点を基準としているが、普通会計及び｢特別会計｣について

は、平成 30 年４月１日から５月 31 日まで（出納整理期間）の入出金を取り込んで

いる。 
 

３ 投資と資本の調整 

普通会計の投資と公営企業会計における繰入資本金及び普通会計などの有価証券

と株式会社における自己資本金（固有資本金）は、その金額を相殺している。 
 

４ 債権と債務の相殺 

普通会計内の会計間の重複、債権・債務などは全て消去しているが、普通会計と

普通会計外の諸会計間及び普通会計外の諸会計間相互の会計間の重複、債権・債

務、収益・費用などの相殺消去は行っていない。 

５ 個別財務諸表の修正 

  自己資本金（固有資本金、組入資本金）は剰余金へ組替えを行っている。 

６ 流動性配列法の適用 

資産及び負債の項目の配列は、流動項目、固定項目の順に配列する流動性配列法

を適用している。 
 

７ たな卸資産の評価基準及び評価方法 

公営企業会計におけるたな卸資産は、主に移動平均法による原価法によってい

る。 

東京都監理団体におけるたな卸資産は、主に先入先出法による原価法によってい

る。 
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当会計年度 

（自 平成29年４月１日 

至 平成30年３月31日） 

８ 固定資産の減価償却の方法 

普通会計及び｢特別会計｣における行政財産、普通財産及びリース資産のうち有形

固定資産については、｢東京都公有財産台帳等処理要綱｣で定める耐用年数及び残価

率に従って定額法によっている。また、インフラ資産のうち有形固定資産について

は、｢東京都公有財産台帳等処理要綱｣及び｢建設局所管インフラ資産管理基準｣で定

める耐用年数及び残価率に従って定額法によっている。ただし、道路の舗装部分な

どのうち｢建設局所管インフラ資産管理基準｣で定める取替資産については、部分的

取替に要する支出を費用として処理する方法を採用している。このほか、重要物品

については、｢重要物品の耐用年数に係る基準｣で定める耐用年数に従って定額法に

よっている。無形固定資産のうち地上権、地役権、特許権及び著作権等については、

減価償却を行っておらず、ソフトウェアについては、耐用年数を５年、残存価額をゼ

ロとする定額法により減価償却を行っている。 

公営企業会計における償却資産については、主として｢地方公営企業法施行規則｣

による耐用年数などに従って定額法によっている。 

東京都監理団体については、主として大蔵省令による耐用年数などに従って定額

法によっている。 
 

９  有価証券の評価基準及び評価方法 
  普通会計及び｢特別会計｣においては、いずれも取得原価により計上している。ただ

し、時価又は実質価額が著しく低下したものについては、減額した価額で計上してい

る。 
  公営企業会計においては、主として、満期保有目的の債券は償却原価法、その他有

価証券は個別法、移動平均法による原価法によっている。 
  東京都監理団体においては、主として、満期保有目的の債券は償却原価法、その他

有価証券は移動平均法による原価法によっている。 

 
 

10 引当金の計上基準 

   主な引当金は以下のとおりである。 

 
（１）不納欠損引当金 

普通会計及び｢特別会計｣においては、都税、使用料などの収入未済の一部につい

て、時効の完成などによって不納欠損となる可能性があるため、当該収入未済の弁済

状況、相手先の財務内容、過去３か年の実績などにより不納欠損実績率を算定し、年

度末の収入未済額を乗じた額を不納欠損引当金として計上している。 

 

（２）貸倒引当金 
普通会計及び｢特別会計｣においては、貸付金のうちの一部について、返還免除又は

減免となる可能性があるため、当該債権の弁済状況、貸付相手先の財務内容、過去３

か年の実績などにより貸倒実績率を算定し、年度末の貸付金額を乗じた額を貸倒引当

金として計上している。 

東京都監理団体においては、債権の貸倒れによる損失に備えるため、法人税法の規

定による税法限度額のほか、個別債権の回収不能見積額を計上している。 
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当会計年度 

（自 平成29年４月１日 

至 平成30年３月31日） 

（３）投資損失引当金 

有価証券のうち、連結対象団体に対するものについては、時価又は実質価額が取得

価額をある程度下回った場合に、その差額を投資損失引当金として計上している。な

お、時価又は実質価額が回復した場合には引当金の戻入れを行っている。 
 

（４）退職給与（退職給付）引当金 

主として、在職する職員が自己都合により退職するとした場合の退職手当要支給額

を退職給与（退職給付）引当金として計上している。 
 
（５）修繕引当金 

主として、設備等に係る修繕費用の支出に備えるため、修繕計画に基づき、所要額

を修繕引当金として計上している。 

 

（６）賞与引当金 

翌期に支払われる期末手当及び勤勉手当並びにこれらに伴う法定福利費のうち、当 

期の負担に属すべき額を賞与引当金として計上している。 

 

[その他] 

１ 金額の表示方法 

記載金額は、それぞれ表示単位未満を切り捨てている。 
  また、各団体により会計基準の相違があるが、特に修正は行っていない。 

 

 

- 72 -



   

  

[注記事項] 

 

１  有形固定資産の減価償却累計額 

                    （単位：億円） 

区  分 29年度末 

普通会計 39,355

｢特別会計｣ 93

公営企業会計 75,745

株式会社 4,333

公益法人等 3,144

地方独立行政法人 836

計 123,508

 

 

２ 借入金等の償還予定額 

                                          （単位：億円） 

区  分 30年度 31年度以降  計 

普通会計 3,520 55,079 58,599 

｢特別会計｣ 5 18 24 

公営企業会計 2,360 24,895 27,256 

株式会社 134 1,344 1,479 

公益法人等 507 6,231 6,739 

地方独立行政法人 7 131 139 

計 6,536 87,701 94,237 

          

 

３ 担保に供している資産 

 

株式会社における資産のうち4,133億円は担保に供している。 
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